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(別紙) 

 

北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決を求める意見書 

 

北朝鮮が日本人の拉致を認め、謝罪した平成 14（2002）年の日朝首脳会談以降、５

人の拉致被害者とその家族の帰国は実現したものの、いまだ拉致問題は全面的な解決

には至らないまま 20 年の歳月が流れている。 

平成 25（2013）年、政府は、拉致問題に関する対応を協議し、全ての拉致被害者の

安全確保及び即時帰国、拉致に関する真相究明など同問題の解決のための戦略的取組

及び総合的対策を推進するため、内閣総理大臣を本部長とする新たな拉致問題対策本

部を設置した。 

北朝鮮は、平成 26（2014）年の日朝政府間協議で、拉致被害者を含む全ての日本人

に関する包括的かつ全面的な調査の実施の約束をしたが、平成 28（2016）年に、調査

の全面中止及び調査のための特別調査委員会の解体を一方的に宣言した。以降、北朝

鮮は不誠実な対応をとり続けている。 

北朝鮮による日本人拉致事件の発生から既に 40 年以上が経過し、拉致被害者自身

も家族も高齢となる中、問題解決には一刻の猶予も許されない。 

拉致問題は、我が国の主権及び国民の生命と安全に関わる重大な問題であり、国の

責任において解決すべき喫緊の重要課題である。 

よって、国におかれては、拉致被害者全員の早期帰国を実現させるため、北朝鮮側

に対して粘り強い交渉を行うとともに、あらゆる外交上の機会を捉えて問題提起する

など、拉致問題の一刻も早い全面解決に向け全力で取り組むよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。 
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